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１.フィジカルインターネット
一般社団法人

フィジカルインターネットセンター
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フィジカルインターネット

我が国が抱える物流課題1.(1)
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目指す世界

取り組み

現在

課題

労働力不足 ニーズの多様化 環境への対応
積載効率は、20年前に比べ、

約25％低下
生産年齢人口は、20年後、

約20％減少
CO2は、2030年までに、

26％削減が目標
物流分野でのSDGs達成には、20~30％の生産性向上が必要

物流業界のデジタル化の遅れに起因する非効率なサプライチェーン

物流プロセスの全体最適化

フィジカルインターネット構想
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最適化
↑

BD分析
↑

見える化
↑

デジタル化
↑

アナログ ステップ

物流情報のフロー化(ストックレス)
入力レス、変換レス、見える化、最適化で生産性向上を加速
させる

物流のコネクト・シェア
共同配送、共同倉庫のネットワークを拡大し、生産性を上げる

デジタル度 × 標準化 垂直統合 × 水平統合

業種・業態を超えた物流情報の見える化 BIG
DATA Sandbox

業種・業態を超えたN:Nの共同物流

業種・業態を超えた
物流情報の利活用

目指す世界

全体最適化

フィジカルインターネット

目指すフィジカルインターネットと必要なステップ1.(2)
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フィジカルインターネット

フィジカルインターネット・ロードマップの中の位置づけ1.(3)

出典：経済産業省 商務・サービスグループ
フィジカルインターネットロードマップ

JPIC主導領域



6物流施策大綱 物流政策パッケージ フィジカルインターネット構想

現在の姿 目指す姿

行政による主導

発荷主
B

発荷主
C

発荷主
A

着荷主
Y

着荷主
Z

着荷主
X

発荷主
B

発荷主
C

発荷主
A

着荷主
Y

着荷主
Z

着荷主
X

フィジカルインターネット実現
による物流の安定供給

民間の
投資

ドライバー
不足

フードロス
/廃棄

作業員
不足

JPIC

企業支援
業界団体との連携
人材育成 等

標準化推進
啓蒙活動
政策提言 等

1.(4) フィジカルインターネットＪＰＩＣの役割



２.物流情報標準ガイドライン
一般社団法人

フィジカルインターネットセンター
支援

国土交通省
経済産業省
内閣府 7
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物流情報標準ガイドライン

物流情報標準ガイドライン作成のステップ

① プロセス標準・メッセージ標準・コード標準の素案を作成。
② 素案について、4業種等事業者から意見聴取し、標準化案を作成。
③ 標準化案について、商習慣改革・標準化検討委員会標準化WG
で審議。
④ 商習慣改革・標準化検討委員会で「SIP物流標準化ガイドライン
（案）」を策定。
⑤ 業界新聞・HP等で「SIP物流標準化ガイドライン（案）」の意見募
集を開始。
⑥ 「SIP物流標準ガイドラインβ版」を策定。⇒業種等データ基盤への
実装開始。
⑦ 「SIP物流標準ガイドラインβ版」の有力企業・業界団体でのセカン
ドオピニオンを実施。
⑧SIP物流標準ガイドライン（ver.1.0）リリース。
⑨物流情報標準ガイドライン（ver.2.1）リリース。

2020年3月
2020年4月～
2020年7月～

2020年8月

2020年9月～

2021年4月

2021年5月～

2021年10月
2023年2月

2.(1)
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【企業・団体】 ※法人格を除く50音順
Gaussy株式会社
一般社団法人医療材料統合流通研究会
国立国際医療研究センター
公益財団法人 国土地理協会
一般財団法人 自動車検査登録情報協会
株式会社セイノー情報サービス
帝人株式会社
デジタルロジスティクス推進協議会
株式会社日通総合研究所
一般社団法人 日本アパレル・ファッション産業協会
一般社団法人 日本加工食品卸協会
日本電気株式会社
日本パレットレンタル株式会社
一般社団法人 日本物流団体連合会
公益社団法人 日本ロジスティクスシステム協会
株式会社日立物流
日立物流ソフトウェア株式会社
ファイネット株式会社
株式会社プラネット
一般社団法人 米国医療機器・IVD工業会
株式会社メディコード
ヤマト運輸株式会社
ユーピーアール株式会社
公益財団法人 流通経済研究所
一般財団法人 流通システム開発センター

【関係省庁】
経済産業省商務情報政策局
国土交通省国土地理院
国土交通省自動車局自動車情報課
国土交通省総合政策局物流政策課
デジタル庁

物流情報標準ガイドライン

物流標準ガイドライン策定に参画した企業・団体2.(2)

法人名・団体名等はガイドライン策定当時の名称にて記載
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物流情報標準ガイドライン

標準化の検討範囲2.(3)

■グローバルなコード体系を優先
グローバルにユニークとなるコード体系を優先

UN/CEFACT
ISO
GS1

■物流分野における国内標準を優先
物流XML/EDI標準

（日本物流団体連合会）

物流情報標準メッセージレイアウト

物流情報標準共有マスタ

物流情報標準データ項目一覧

■標準化の検討対象

運送計画や集荷、入出庫、配達といった物流プロセスで用いるメッセージの
定義。

物流情報標準メッセージレイアウトを採用する各業界システムがマスタ整備を
する際の指針。

メッセージやマスタで用いるデータ項目の項目名や項目の定義。
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物流情報標準ガイドライン

運送業務に関するプロセス定義2.(4)
■運送業務に関するプロセス定義
物流XML/EDI標準Ver02-03をベース 【背景色の凡例】

緑色：本件で新たに追加したサブプロセス
黄色：本資料に記載したメッセージ（革新の中心となるメッセージ）
灰色：物流XML/EDIにおいて詳細定義が割愛されているプロセス・メッセージ
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物流情報標準ガイドライン

クラス構成の表記法（繰り返しの表記）2.(5)

※１ 黄色の帯の行 クラス名称を表す。
※２ 黄色の帯に続く白地の行 クラスの属性項目を表す。メッセージの役割上から属性項目が表記不要の場合は、記載を割愛している。

※３ クラスの場合の出現回数

親クラス名称（備考に記載）と、親クラスに対する当該クラスの繰り返し回数を記載。
①１回：1 …親クラスと1:1の関係で当該クラスが存在する
②０または１回：0/1 …親クラスに対し、存在しない又は1:1で存在する
③０またはN回：0-N …親クラスに対し、存在しない又は1:Nで存在する
④１またはN回：1-N …親クラスに対して当該クラスが1:Nで存在する

※４ 属性項目の場合の出現回数
当該クラスにおいて、属性項目の出現回数を記載。
①１回：1 …当該属性項目は省略できない
②０または１回：0/1 …当該属性項目は省略することも可

※１

※２

※３

※４

当該クラスの出現回数がNとなる場合は、繰り返しの範囲を矢印で記載



物流系サービスプロバイダーを中心に普及拡大中 13

物流情報
標準ガイドライン

Gaussy株式会社 中西金属工業株式会社

株式会社TSUNAGUTE

株式会社ドコマップジャパン株式会社LOZI

ascend株式会社株式会社丸和運輸機関

物流情報標準ガイドライン

物流情報標準ガイドライン準拠企業2.(6)



物流情報標準ガイドライン

我が国が抱える物流課題 【再掲】2.(7)
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目指す世界

取り組み

現在

課題

労働力不足 ニーズの多様化 環境への対応
積載効率は、20年前に比べ、

約25％低下
生産年齢人口は、20年後、

約20％減少
CO2は、2030年までに、

26％削減が目標
物流分野でのSDGs達成には、20~30％の生産性向上が必要

物流業界のデジタル化の遅れに起因する非効率なサプライチェーン

物流プロセスの全体最適化

フィジカルインターネット構想


